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第 1 章 労働者の経営「参加」問題に関する日本の主要な政治勢力の立場
第 1 節独占資本と「参加」問題(以上第 1 巻第 4 号)
第 2 節 中小企業経営者と「参加」問題
第 3節社会改良主義型「参加」
第 4:節 労働者階級の政党や進歩的労働組合の「参加」問題に関する立場(以上第 2 巻 1 号)
第 2 章現代日本の労資関係
第 1 節伝統的な日本的労資関係システムの起源と発達
第 2 節 70年から80年代初めにかけての労務慣行システムの近代化
第 3 章現代日本の「経営」参加
第 1 節職場レベルの経営「参加J (以上第 2 巻 2 号)




















表 5 常設的な労使協議機関の普及状況* (%) 
ゐ々受T 総計 10, 000 5000~ 1000~ 500~ 300~ 300人人以上 9999人 4999人 999人 499人 未 満
あ る 89.3 98.1 93.3 94.0 84.8 80.0 69.2 
な し 1 10. 7 1.9 6. 7 6.0 15.2 20.0 30.8 
計 100.0 100. 。 100. 。 100.0 100.0 100.0 100.0 



















項 意見の 協 議致
3.1 16.9 
。 4.4 




3. 7 27.9 
15.4 。
1.3 1. 0 
1.1 9. 1 
(23) ~生産性運動。 10年の歩み.!， 1965年， 159ページ。
84 -
報告説明 その他




77. 1 13.5 
62.2 5.8 





事 項 意見の 協 議 報告説明 その他3& 
設備計画 。 8.0 72.6 19.4 
新機械・新技術の導入 0.5 9.5 64.9 25.0 
生産性の測定 2.6 15.0 44.4 37.9 
提案制度によって提案された事項の処理 1.3 14. 1 33.6 51. 0 
そ の 他 11. 8 1. 8 23.5 52.9 
人事的事項 8. 7 28.2 38. 7 24.4 
採用・配置基準 3.0 23.2 49.4 24.4 
人事異動基準 5.6 28.2 41. 8 24.4 
教育訓練計画 。 12.2 55.5 32.3 
勤務態様の分折 25.6 48.3 11. 4 14. 7 
そ の 他 5.6 22.2 22.2 50.0 
社会的事項 11. 2 57. 1 19.0 12. 7 
安全衛生 12.3 69.0 14.4 4.3 
福利厚生 17.2 66.2 13.0 3.6 
公害対策 4.2 38.6 30.2 27.0 
そ の 他 8.3 16. 7 8.3 66. 7 
労働条件的事項(賃金・労働時間・休日等) 73. 7 16.8 2.2 7.3 
そ の 他 43.4 35.4 6.6 15.6 
労働協約の解釈・適用 62. 7 24.9 1.2 11. 2 
苦情処理 31. 3 48.1 3.1 17.5 
就業規則の改廃 38.9 31. 9 13.5 15.9 
そ の 他 。 30.8 23. 1 46.1 















































表 7 労使協議機関の成果に対する経営者の評価* (%) 
企 業 規 模
回 タ~コC 総計 10000 5000- 1000- 500- 300-
人以上 9999人 4999人 999入、 499人. 未300人満
かなり成果をあげている 85.9 96.2 85. 7 87.5 83, 3 70.6 78.6 
あまり成果をあげていない 6.5 3.6 7.4 2.4 23.5 7.1 
どちらともいえない 7.6 3.8 10. 7 5.1 14.3 5.9 14.3 





合(すなわち， 41. 7%) はいずれのナショナル・センターにも属しておらず(いわゆる「無所
属」組合であり)， 71組合(すなわち， 38.9%) は「同盟」に所属している。「無所属」組合が，
原則として，経営側の政策に追従していることを考えると，協調主義的路線の組合の割合は80







表 8 労使協議機関の成果に対する組合の評価* (%) 
回 主仁主コ 総 評 中立労連 同 盟 新産別 無所属
かなり成果をあげている 9(45.0) 17 (68.0) 58 (81. 7) 2(66.7) 61 (71. 8) 
あまり成果をあげていない 7 (35.0) 5 (20.0) 8 (11. 3) 1 (3. 3) 12(14.1) 
どちらともいえない 4(20.0) 3 (12.0) 4 ( 5.6) 10 (11. 8) 
無 回 劣~ 1 ( 1. 4) 2 (2.3) 
計 20 
(100.0) 
71 3 85 
(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 
* Ií日本の労使協議制.!I， 81ページから作成。







乙れら 2 つの機関において同ーの 2 主体(すなわち，経営側と組合側)が対立するからである。
また実践的には，労使協議と団体交渉の聞に一線を画すことはしばしば非常に困難である。な
ぜならば，それらは，普通，類似した事項の解決に従事しているからである(表 9)。
表 9 からわかるように， (労使協議機関が設置され団体交渉がお乙なわれている)日本の企
業の約3で、は，これらの制度が明確昭則されていない。経営者がそれらを区別する乙とにー
表 9 労使協議制と団体交渉との関係* (%) 
企 業 規 模
平 均 10000 5000- 1000- 500- 300- 3未00人満人以上 9999人 4999人 999人 499人
労協と団交を区別 37.1 51. 0 33.3 38. 7 34.0 2. 7 38.2 
労協は団交の事前協議 38.4 28.6 37.0 38.0 38.0 59.1 32.4 
労協と団交は同一 24.5 20.4 29. 7 23.0 28.0 18.2 29.4 
計 100. 。 100.0 100.0 100. 。 100. 。 100.0 100. 。
* r 日本の労使協議制.!I， 99ページから作成。
定の成果をおさめている企業は従業員 1 万人以上の大企業だけである。
















































間 「労働力と企業経営~， 1978年， 196ページ。
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間 『内部からみた松下電器の労使関係~， 1979年， 179-183ページ o
m 同上， 194ページ。
(28) Social and Labour Bulletin, 1978, No.1 , p.27. 
(29) IF内部からみた松下電器の労使関係~， 192ページ。

































である，と記されてし1431 この「共同経営」の実現のために 2 つの「参加」制慶が予定された。
。1) W労働力と企業経営~， 201ページ。

































ことを引きあいに出して， 1 年間賃金を凍結し 2 ヵ年にわたって (1278人の解雇を含む) r合理
。3) <経済}， 1976年， 10月号 (150) ， 157ページ。
(34) F労働力と企業経営ゎ 202~203ページ。































定の 1 つは 1 ヵ年の賃金凍結であった。労使経営委員会への従業員代表全員がこの提案に反対
したにもかかわらず，これは，「多数決にてj (すなわち，資本側の賛成によって)実行に移さ
れたのである。

















〈サンケイ新聞〉労働組合委員長は( 1 ヵ月に 1 度開催される)取締役会に陪席する権利を
得た。しかし，彼は発言権や議決権を与えられず，会社の状態について』情報を入手するにすぎ
ない。協約では，彼はその情報を会社に不利益になるような形で利用してはならない，と記さ
れている。また，委員長は( 1 週間に 1 度開催される)定例局長会議には決議参加している。
彼はそこでは少数派であり，決定が多数決にておこなわれるために，彼の「参加」は事実上虚
構である。協約には同時に(副社長や主要局長そして組合の執行委員が参加して 1 ヵ月に少な












活動の排除につながか ，経営民主化とは逆の方向に作用し ff) と述べている。注目すべき



































(42) ~議座現代の賃金第4 巻ゎ 1977年， 49ページ。






労働代表が参加している政府関係審議会は( 246 審議会のうちの) 41にすぎない。例えば，労
働省のなかに13審議会が存在し，以下それぞれ総理府 8 ，通産省 7 ，厚生省 5 ，大蔵省 3 ，運







































































機関への労働者代表の参加をもとめて闘うべきなのか〔いわゆる「内在的 (BCTpoeHHoe) 参加J J，
それとも純粋な労働者組織を介して独占体の経営政策に影響を与えるべきなのか〔いわゆる






























(10名の株主代表， 10名の労働代表， 1 人の議長，から成る)監査役会を設置しなければなら
ない。しかし，多数の組織は，この(対等と思われる)制度を事実上「虚構」へと転化させて
2 いる。第 1 t乙，議長は監査役会の構成員のすの多数決にて選出されなければならないのだが，
このような大多数の賛成が得られない場合には，株主代表が(自分たちの側の過半数の賛成を
























(3) International Labour Review. 1978, vol. 117, No.1 , p.83. 
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思決定。極めて当然の乙ととして，労働者階級は，第 2 のタイプの意思決定の拡大，第 1 のタイ



















































































































































(8) Workers Control-the Labor Front of the Corporate State. 1976, pp.19~21. 
(9) {平和と社会主義の諸問題}， 1980年， 7 月号， 34ページ。
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家資本主義的所有の聞には，原則的な相違が存在しない。労働者参加の導入と実現はいずれの
経済部門においても可能であり，しかもいずれの場合にも，それは「内在的参加」とも「外在
的参加」ともなりうるのである。
労働者参加の重要な問題はそれとほかの階級闘争形態との相互作用の問題である。支配階級
はブルジョア的「経営参加」を導入し，それをプロレタリアートの唯一の主要な(ただしブル
ジョアジーの統制下におかれた)運動へと転化しようと努めている。「参加」を〔他の闘争形態
から〕切り離し(それを基礎として)その他の闘争形態を攻撃することが，えせ参加の基本的
目的の 1 つである。西欧諸国の左翼勢力の代表者たちは，「参加」発達の乙のような途は労働
者階級にとっては絶対に受け入れがたいものである，と考えている。彼らは反独占闘争を縮小
しようとするあらゆる試みに(たとえそのような試みがいかに「民主主義的形態」をとってい
ようとも)反対している。労働者代表を経営構造に参加させ労働者の利益を擁護するためには，
それ〔代表制度〕が，その他の階級闘争形態との密接な利互作用のもとで，おこなわれなけれ
ばならないのである。
これと関連して，民主的勢力の見解に従えば，なによりもまず，労働者の経営参加がストラ
イキ闘争との密接な関連のもとでおこなわれることが必要である。プロレタリアートはいかな
る場合でも(経営者がよくおこなっているように，労働者代表が経営機関に参加している場合
でも)ストライキ権を拒否されてはならないのだ。そうでないならば，参加は，労働者にとっ
て，その意味を失うであろう。労働組合は(会社の状態について』情報を入手し)経営側にとっ
て最も厳しい時期にストライキに訴え，その結果としてかなりの成果をあげることができるの
だ。と同時に，ストライキ闘争は「参加」機関の労働者代表を支持する強力な手段である。す
べての決定が過半数にておこなわれる上述の機関において少数派であったとしても，彼らはそ
れ〔すなわち，ストライキ〕に依拠して，労働者の利益のために経営政策に積極的に影響を及
ぼすことができるのだ。「労働者参加」とストライキ闘争の合理的結合が労動者の経済的状態
を本質的に改善する。
西欧諸国の左翼勢力の代表者たちは，労働者参加の過程では，プロレタリアートの階級闘争
の最終的展望を見失わないことや中途でやめないこと(すなわち，労働者の短期的な経済的利
益だけを追求しないこと)が，特に，重要である，と執幼に強調している。それ故に，「参加」
はもう l つの民主主義をめざす闘争と密接に結びつかねばならないのだ。労働者の階級意識を
高める乙と，具体的な「参加」事例によって経営側(ヨリ広く言えば，資本)は労働側のパー
トナーではなくそれぞれの利益はつねに対立していることを説明してやること，が，特lこ，重
要視されなければばならない。労働者は(労働者参加の経過に精通するにつれて) ，彼らのイ
ニシアティブが決して具体化されないこと，不屈の階級闘争だけが経営側の譲歩をもぎとるこ
とができる乙と，労働者の利益は(結局は)資本の支配のもとでは完全に実現きれない乙と，
をはっきりと確信する。そして最後に，「参加」機関における労働者代表の活動は彼らが経営
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管理領域の専門知識を獲得する乙とを助けるのだ。その結果，もう 1 つの民主主義の条件下に
おいて，労働者階級は自分たちの仲間のなかから「赤い経営者」を押しだし，空文にとどまる
乙となく実際に生産をすみやかに改善できるのである。
かくして，労働者参加は階級闘争から隔離された形態として考察されてはならないのである。
それは反独占闘争戦線拡大の手段であれそのようなものとして乙の戦線のほかの形態と密接
に相互作用しあわなければならない。労働者参加をほかの階級闘争形態から切離すならば，そ
の進歩的本質は，不可避に，失われる。
労働者参加の(最も重要だがいまだ未解決な)問題とはかくのごときものである。これらの
問題の科学的なマルクス主義的分折および具体的な労働者参加勧告作成の主要な基準とならな
ければならないものはつぎの命題である。ある「参加」形態は階級闘争の発達を促進するのか
それとも促進しないのか，と。マルクス主義的な「経営参加」運動の基本課題は乙の闘争の激
化である。
日本に戻るならば，現代の社会経済的情勢は，乙の国の民主的勢力に，「経営参加」問題に
対する懐疑的態度を変革し，それを労働者の利益をめざす階級闘争の積極的形態へと転化させ
る乙とを要求している，と指摘しなければならない。現実の生活が，労働者の生活水準と民主
的権利に対する資本の攻撃に対抗するために，現在の資本主義の現実下では，乙のことを今日
にでもしなければならなし、と指示しているのだ。
(完)
〔訳者後記〕
文中の( J 内の文章は訳者が挿入した。
(以上の翻訳については， (;槻日本著作権センター，ソ連邦著作権協会を経て，原著者の許諸
を得ているJ
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